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【基本制度案要綱の抜粋】

Ⅲ 給付設計

２ 子どものための多様なサービスの提供と仕事と家庭の両立支援

（両立支援・保育・幼児教育給付（仮称））

○ これらのサービスに対する給付については、価格制度を一本化する。

（給付の仕組み）

○ 利用者に対し、利用したサービスの費用を確実に保障する仕組み（利用者補助方式）とし、一定
の利用者負担の下にサービスが利用できるよう、公定価格を基本としつつ、現物給付する。その
際、サービスの多様化の観点等を踏まえ、柔軟な制度を検討するとともに、提供される多様な
サービスの特性に配慮する。

【中間まとめの抜粋】

Ⅷ 費用負担

○ 新システムにおける利用者負担については、新システムが、「保護者の子育てについての第一義
的責任」を前提としつつ、「社会全体で子ども・子育てを支援する」ものであることを踏まえ、施設と
利用者の適切な利用関係の確保に資するよう、低所得者に一定の配慮を行いつつ、利用者に一
定の負担を求めることとし、その具体的なあり方については、今後検討する。

○ その際、すべての子どもに質の確保された学校教育・保育を保障するとの考え方を踏まえて定
める。
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（１）利用者負担の基本的考え方

○ 新システムにおける利用者負担については、新システムが、「保護者の子育てについて
の第一義的責任」を前提としつつ、「社会全体で子ども・子育てを支援する」ものであること
を踏まえ、施設と利用者の適切な利用関係の確保に資するよう、サービスの利用者に一
定の負担を求めることとする。

○ その際、利用者負担については、すべての子どもに質の確保された学校教育・保育を保
障するとの考え方を踏まえて定める。また、低所得者への配慮を含め、現行制度の利用者
負担の水準を基本とする。

○ 公立施設の利用者負担の扱いについては、公立施設の財源の在り方と併せて、検討す
る。

○ 利用者負担の水準については、財源の在り方と併せて、検討する。

１．新たな制度における利用者負担の基本的考え方
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（２）利用者負担の方式

○ 利用者負担の方式としては、現行保育制度で採用されている応能（定額）負担方式と、
医療保険等で採用されている応益（定率）負担方式がある。

○ 医療サービスや介護サービスについては、利用者の多様なニーズに応じ様々なサービ
スを選択し、組み合わせて利用する可能性が高く、こうした個々の利用サービスの価格の
合計額を定率負担を通じて利用者負担に反映させることで、利用者に対するコスト意識の
喚起と、利用者間の負担の公平を確保している。

○ これと比較して、新システムが対象とする学校教育・保育は、小学校就学前の子どもを
対象とする通所施設であり、身近な地域での選択が基本となることから、コスト意識の喚
起の必要はあまりなく、負担能力に応じた利用者負担を求めることを基本とすべきである。
ただし、認定時間（利用時間）に応じた利用者間の負担の公平の確保は必要である。

○ このため、利用者負担については、所得階層区分ごと、認定時間（利用時間）の長短の
区分ごとに定額の負担を設定することを基本とする。

※ただし、給付単価を限度とする。
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（１）保育の必要性の認定を受けた子どもの場合
○ 現行の保育制度の利用者負担の水準を基本に、所得階層区分ごと、認定時間（利用時
間）の長短の区分ごとに定額（月額）の負担を設定する。

※ 保育サービスの利用と育児休業給付については、両者が有する「親の就労継続のための機能」を考慮し、整合的
な仕組みとしていくことが重要である。
ワークライフバランスの推進の観点からは、低年齢児がいる家庭における保育所の利用者負担の水準を現在より
低下させれば、育児休業給付との均衡が図られなくなるおそれがある。他方、保育所の利用者負担の水準を現在よ
り引き上げれば、保育所の利用を阻害するおそれがある。

○ ただし、３歳以上の子どもについては、保育に関しては、現行、一定階層以上の利用者
には保育単価限度以上の利用者負担を求めておらず、また、保育の必要性の認定を受け
ない子どもに係る利用者負担のあり方との整合性を考慮し、できるだけ簡素な仕組みとす
る観点から、一定階層以上については、一律の負担とする。

○ 新システムは市町村が事務を実施するものであり、市町村実務の簡素化の観点から、
所得階層の区分は、市町村民税額を基に行う。

※現在、幼稚園は市町村民税額、保育所は所得税額に基づき、所得階層の区分が設定されている。

○ 同一世帯の複数の子どもが保育サービス等を利用する場合、現行制度と同様の多子軽
減措置を導入する。

○ 多様な保育サービスに係る利用者負担についても、毎日利用が基本である家庭的保育
や小規模保育等については、同様の整理を基本とする。

※ 延長保育や病児・病後児保育などの利用者負担は、現行の各事業との整合性等を踏まえ、別途整理する。

２．新たな制度における利用者負担の具体的なイメージ



（２）保育の必要性の認定を受けない子ども（標準時間利用（学校教育のみ））の場合

○ 現行の幼稚園制度の利用者負担の水準を基本とする。

○ その上で、長時間利用児の利用者負担の考え方との関係については引き続き整理。

（３）利用者負担の設定方法

○ 利用者負担については、（１）・（２）に掲げる全国基準額を踏まえ、市町村が費用徴収基
準額を定めることとする。なお、実費徴収や実費徴収以外の上乗せ徴収については一定
の要件の下で施設が定める（「中間まとめ」より）。

※ 現行の保育所においては、各市町村が利用者負担額を定めている。

※ 現行の幼稚園は施設（公立の場合は市町村）が保育料等を設定し、市町村が保育料等軽減のための補助額
を定めている。

○ この際、各市町村が単独事業として利用者負担を軽減する措置については、現行と同
様、各市町村の判断で行うことは妨げない。（財源の手当の方法は別途整理。）
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階層区分 推定年収 現行の
費用徴収基準

①生活保護世帯 － ０円

②市町村民
税非課税世帯

－ ９，０００円

③市町村民
税課税世帯

～330万円 １９，５００円

④所得税額
40,000円未満

～470万円 ３０，０００円

⑤所得税額
103,000円未満

～640万円 ４４，５００円

⑥所得税額
413,000円未満

～930万円 ６１，０００円

⑦所得税額
734,000円未満

～1130万円 ８０，０００円
（保育単価限度）

⑧所得税額
734,000円以上

1130万円～ １０４，０００円
（保育単価限度）

３歳未満児の利用者負担の変更のイメージ

階層区分 定額利用者負担

長時間 短時間

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧
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②～③：第１階層及び第４～第８階層を除き、前年度分の市町村
民税の区分が右の区分に該当する世帯

④～⑧：第１階層を除き、前年分の所得税課税世帯であって、そ
の所得税の区分が右の区分に該当する世帯

※ ①～⑧：現行の階層区分を基本として市町村民税額を基に階層区分
を設定。

※ ただし、給付単価を限度とする。

・長時間は現行ベース、短時間は長時間の一定割合に設定する。

現
行
の
保
育
制
度
の
利
用
者
負
担
を
基
本
と
す
る

長
時
間
利
用
の
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担
額
の
一
定
割
合
を
基
本
と
す
る



３歳以上の保育の必要性の認定を受けた子どもの利用者負担の変更のイメージ
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階層区分 推定年収 現行の
費用徴収基準

①生活保護世帯 － ０円

②市町村民
税非課税世帯

－ ６，０００円

③市町村民
税課税世帯

～330万円 １６，５００円

④所得税額
40,000円未満

～470万円 ２７，０００円
（保育単価限度）

⑤所得税額
103,000円未満

～640万円 ４１，５００円
（保育単価限度）

⑥所得税額
413,000円未満

～930万円 ５８，０００円
（保育単価限度）

⑦所得税額
734,000円未満

～1130万円 ７７，０００円
（保育単価限度）

⑧所得税額
734,000円以上

1130万円～ １０１，０００円
（保育単価限度）

階層区分 定額利用者負担

長時間 短時間

①

②

③

④

⑤

⑥

②～③：第１階層及び第４～第８階層を除き、前年度分の市町村
民税の区分が右の区分に該当する世帯

④～⑧：第１階層を除き、前年分の所得税課税世帯であって、そ
の所得税の区分が右の区分に該当する世帯

※ ①～⑥：現行の階層区分を基本として市町村民税額を基に階層区分
を設定。

※ ただし、給付単価を限度とする。

・長時間は現行ベース（但し、一定階層以上については一律負担）、短時間は長時間と標準時間
（私立）の中間程度に設定する。

現
行
の
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度
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担
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す
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３歳以上の標準時間（学校教育のみ）の利用者負担の変更のイメージ

階層区分 推定年収 現行の保育料

公立 私立

①生活保護世帯 － ４，９００円 ６，６００円

②市町村民税
非課税世帯
（市町村民税所
得割非課税世帯
含む）

－ ４，９００円 ９，１００円

③市町村民税
所得割課税額
34,500円以下

～360万円 ６，５００円 １６，１００
円

④市町村民税
所得割課税額
183,000円以下

～680万円 ６，５００円 ２１，３００
円

⑤市町村民税
所得割課税額
183,001円以上

680万円～ ６，５００円 ２５，２００
円

※②～⑤：第１階層を除き、前年度分の市町村民税の区分が右の
区分に該当する世帯

※現行の保育料：実際の保育料等の平均値から幼稚園就園奨励
費補助の単価を差し引いたもの。

※ ①～⑤：現行の階層区分を基本として市町村民税額を基に階層区分
を設定。

※ ただし、給付単価を限度とする。

階層区分 定額利用者負担

公立 私立

①

②

③

④

⑤

・現行の利用者負担の水準を基本とする。
・その上で、長時間利用児の利用者負担の考え方との関係については引き続き整理。
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３．参考資料
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○ 幼稚園の利用者負担（保育料等）は、各施設が決定する。

○ 学校法人立幼稚園については、私学助成（都道府県及び国）の対象となっており、各
施設は、施設の運営に要する費用と交付される私学助成の額を考慮して、保育料等を
決定している。

※私学助成の水準については、都道府県によってばらつきがある。

○ また、保育料等の一部を、利用者に助成する就園奨励費事業（市町村及び国）により
低所得者の負担軽減が行われている。

○ 保育料等の水準（都道府県別）については、以下のとおりとなっている。
私立施設平均額 最高平均額 ： 40.4万円 最低平均額 ： 20.3万円

全国平均額 ： 29.9万円
公立施設平均額 最高平均額 ： 20.3万円 最低平均額 ： 5.6万円

全国平均額 ： 7.9万円
※以下の平均額は、平成２０年度における入園料と保育料の合計額の平均値。

現行制度における幼稚園の利用者負担設定の基本的考え方
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○ 児童福祉法においては、市町村は「当該保育費用をこれらの者から徴収した場合にお
ける家計に与える影響を考慮して保育所における保育を行うことに係る児童の年齢等に
応じて定める額」を徴収できることとされている。

○ これは、「保育に欠ける」子どもに対して市町村が保育を実施し、これに要した費用の一
部を市町村が徴収する仕組みである。

○ 国の費用徴収基準額については、従来、家計の負担能力に応じて細かく設定されてき
たが、女性の就労と保育サービス利用の一般化を踏まえ、平成９年に現在の規定に改め
られ、所得階層区分の集約等が行われた経緯がある。

○ 国の費用徴収基準額については、一定以上の所得階層の場合、保育サービスの提供
に実際に要した費用を考慮し、各施設の保育単価が費用徴収基準額を下回るときは、保
育単価を限度としている。

○ この保育単価は、保育所の所在する地域や規模に応じて異なっている。

現行制度における保育所の利用者負担設定の基本的考え方



○ 幼稚園については、保護者と施設との自由契約の下に保育料等が設定されており、保育料等は施
設によって異なるが、平均的には、公立施設年間約８万円（月額０．７万円）、私立施設年間３０万円
（月額２．５万円）である。

○ 平均保育料等を踏まえ、保育料の一部を市町村及び国が補助する就園奨励費事業は、国が設定
した基準額を参考に、各市町村が所得に応じて補助単価を設定している。
※市町村ごとの判断で、所得区分を国の基準より更に細分化している例や、補助金額の上限を引き上げている例な
どがある。

○ なお、国の基準では、第１子の保護者負担額（平均保育料等から就園奨励費補助金額を引いた
額）に対し、第２子以降の保護者負担が以下の通りとなるような額を補助している。
①兄・姉が小学校１～３年生の場合、第２子は第１子の3/4、第３子以降は無償（0）
②兄・姉が幼稚園児である同時就園の場合、第２子は第１子の半額（0.5）、第３子以降は無償（0）

現行の幼稚園の利用者負担

兄・姉が幼稚園児の場合に該当する国庫補助金補助限度額（平成２３年度予算案）

注１．世帯構成員中２人以上に所得がある場合は所得割課税額を合算する。
２．途中入園により、保育料が在園期間に応じて支払われている場合の補助限度額は、次の算式により減額して適用する。
上記の単価×（保育料の支払い月数＋３）÷１５（百円未満を四捨五入）

３．実際の支払い額が限度額を下回る場合は、当該支払い額を限度とする。
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○ 平均保育料等（公立施設月額０．７万円、私立施設月額２．５万円）から、所得階層ごとの就園奨励
費補助金額（国の基準額）を引いた額が利用者負担額となる。

※国の基準を参考に各市町村において、所得に応じた利用者負担額を設定。所得区分の細分化や補助単価の引き上げ等を行ってい
る市町村もある。

○ 所得階層の分布を見ると、最も多い層は第４階層（公立施設における利用者負担（月額） 6,600円、
私立施設における利用者負担（月額）21,300円）である。

現行の幼稚園の利用者負担【国の補助基準】

推定平
均年収

生活保護
世帯

～
約270万円

～
約360万円

～
約680万円

約680万円
～

14

利用者負担の水準（３歳以上）

（円）

私立幼稚園公立幼稚園

生活保護
世帯

～
約270万円

～
約360万円

～
約680万円

約680万円
～

市町村民税
非課税世帯

市町村民税
非課税世帯

０．７万円０．７万円０．７万円
０．５万円０．５万円
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○ 各市町村において、国の基準を参考に、所得に応じた利用者負担額を設定。
※ 市町村ごとの判断で、所得区分を２０区分以上に細分化している例や、３歳未満児の上限を６～７万円程度、
３歳以上児の上限を３万円程度に引き下げている例などがある。

○ なお、国の基準では、第２子は半額、第３子以降は無料としている。（同時に通園している場合）

現行の保育所の利用者負担

15
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○ 各市町村において、国の基準を参考に、所得に応じた利用者負担額を設定。（所得区分の細分化
や額の引下げ等を行っている市町村もある。）
○ 所得階層の分布を見ると、最も多い層は第５階層（０歳児の利用者負担月額44,500円）である。

現行の保育所の利用者負担【国の保育料基準】（０歳児）

0

20000

40000

60000

80000

100000

120000

第
１
階
層

第
２
階
層

第
３
階
層

第
４
階
層

第
５
階
層

第
６
階
層

第
７
階
層

第
８
階
層

（円）

推定平均
年収

生活保護
世帯

～
約250万円

～
約330万円

～
約470万円

～
約640万円

～
約930万円

～
約1130万円

約1130万円
～

市町村民税
非課税世帯

利用者負担の水準（０歳児）
（保育単価月額１４．９万円）

０．９万円

４．４５万円

３万円

１．９５万円

１０．４万円

８万円

６．１万円

０円
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層
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３
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層
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４
階
層

第
５
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第
６
階
層

第
７
階
層

第
８
階
層

利用者負担の水準（３歳児）
（保育単価月額４．２万円）

○ 各市町村において、国の基準を参考に、所得に応じた利用者負担額を設定。（所得区分の細分化
や額の引下げ等を行っている市町村もある。）
○ 所得階層の分布を見ると、最も多い層は第５階層（３歳児の利用者負担月額41,500円）である。
○ 利用者負担の水準を見ると、３歳児では、第５階層以上では、保育費用のほとんど全てを利用者
負担でまかなっている状況にある。

保育単価限度
以上の負担は
求めない

現行の保育所の利用者負担【国の保育料基準】（３歳児）

（円）

推定平均
年収

生活保護
世帯

～
約250万円

～
約330万円

～
約470万円

～
約640万円

～
約930万円

～
約1130万円

約1130万円
～

５．８万円

０．６万円

１．６５万円

２．７万円

４．１５万円

１０．１万円

７．７万円

０円

市町村民税
非課税世帯
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保育料負担の各階層の分布

階層

推定平均年収

第１階層

生活保護

第２階層

～
約250万円

第３階層

～
約330万円

第４階層

～
約470万円

第５階層

～
約640万円

第６階層

～
約930万円

第７階層

～
約1130万円

第８階層

約1130万円
～

０歳児 1.5％ 8.6％ 16.8％ 23.1％ 26.0％ 19.5％ 2.2％ 2.2％

１・２歳児 1.3％ 12.2％ 11.9％ 22.5％ 25.7％ 22.1％ 2.2％ 2.1％

３歳児 1.5％ 13.3％ 11.5％ 22.0％ 23.5％ 23.2％ 2.7％ 2.3％

４歳以上児 1.8％ 14.0％ 11.6％ 21.0％ 23.3％ 22.7％ 3.1％ 2.5％

合 計 1.5％

1.8万人

13.0％

15.4万人

12.0％

14.2万人

21.8％

25.9万人

24.3％

28.9万人

22.4％

26.6万人

2.7％

3.2万人

2.3％

2.7万人

○全国の私立保育所の各階層分布（平成２２年４月１日現在）

○全国の私立幼稚園の各階層分布（平成２３年度予算ベース）

階層

平均年収

第１階層

生活保護

第２階層

～
約270万円

第３階層

～
約360万円

第４階層

～
約680万円

対象外

約680万円
～

合 計 0.1％

0.1万人

7.3％

9.7万人

4.0％

5.3万人

44.6％

59.2万人

44.0％

58.4万人
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○保育所の利用児童の約９割は「就労」を理由としており、保育所は、児童福祉として「保育
に欠ける」児童に保育を実施する一方、「親の就労継続のための機能」を有している。

○こうした「親の就労継続のための機能」を有する仕組みとしては、保育所の他に育児休業
制度（給付）があるが、両者の費用負担の仕組みは以下のとおり異なっている。

①育児休業 ： 国庫負担（本則１２．５％。現在は６．８７５％。）
残りは労使折半

②保育 ： ３歳以上児 利用料約６割 公費約４割（国１／２ 地方１／２）
３歳未満児 利用料約３割 公費約７割（国１／２ 地方１／２）

○二つの仕組みを利用者の視点から見た場合、育児休業を利用すれば、保育所の利用者
負担を求められることはないが、賃金は受け取らず、代わりに賃金の５０％に相当する育
児休業給付を受け取ることとなる。
他方、保育所を利用すれば、賃金は全額受け取るが、負担能力に応じて保育所の利用者
負担を求められることとなる（次項図参照）。

保育サービスの利用と育児休業
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○また、二つの仕組みを利用者以外の費用負担者の視点から見た場合、育児休業給付に
ついては、一定の国庫負担以外は、労使で負担しているのに対し、保育所については、保
育サービスの提供費用から利用者負担を除いた額を公費（国・地方）で負担している。
※１ 延長保育等の保育サービスの一部は事業主負担により賄われている。
※２ 保育所については、被用者だけでなく自営業者も利用していること、就労を理由としない利用
者も１割程度存在していることに留意が必要。

給
与

育児休業給付 標準的な保育単価
０歳 ： １４・９万円
１・２歳 ： ８．８万円
３歳 ： ４．２万円
４・５歳 ： ３．６万円

（育児休業を利用する場合）

保育サービス
提供費用

利用料
所得に応じ０～10万円利用料

給
与

給与×50%労使＋
国庫負担

公費（国・地方）

（保育所を利用する場合）
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幼 稚 園
保 育 所
（３～５歳児）

保 育 所
（０～２歳児）

公立
（２９万人）

私立
（１３３万人）

公立
（６０万人）

私立
（７４万人）

公立
（３１万人）

私立
（６０万人）

総額 ４３万円 ４５万円 ４９万円 ５４万円 １２３万円 １３７万円

公費負担
３６万円

（うち国費０万円）

１９万円

（うち国費４万円）

１８万円

（うち国費０万円）

２２万円

（うち国費11.2万円）

８２万円

（うち国費０万円）

９６万円

（うち国費48.2万円）

利用者負担 ８万円
（月額０．７万円）

２６万円
（月額２．１万円）

３１万円
（月額２．６万円）

３２万円
（月額２．６万円）

４１万円
（月額３．４万円）

４１万円
（月額３．４万円）

（参考） 現行の利用者負担水準（平成23年度予算ベース）

（注）平成２２年度幼稚園就園奨励費補助金、私学助成、保育所運営費負担金予算ベースで推計したもの。
幼稚園の利用者負担については、幼稚園就園奨励費補助により軽減された後の実質的負担。
保育所の利用者負担については、自治体が独自に利用者負担軽減施策を行っていることがあり、実際の保護者負担はこれより低いケースがある。
施設整備費を除く。四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。

【参考】
総額に占める
利用者負担割合 １８％ ５７％ ６３％ ５９％ ３３％ ３０％

○ 幼稚園の保護者負担水準は、公立と私立で大きく異なり、費用総額に占める利用者負担の割合
は、公立で約２割、私立で約６割となっている。

○ 保育所の利用者負担水準は、３歳以上児と３歳未満児で大きく異なり、３歳以上児で約６割、３歳未
満児で約３割となっている。

※保育所の利用者負担は、市町村ごとに所得に応じて決定しており、個々の利用者で公立・私立間の利用者負担額の違いはない。

費用総額に占める利用者負担の割合


